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-Point- 

３次公募締切： 

8月下旬 

●オーダーメイド・セミオーダーメイド性のある設備導入・システム構築など、多様
なニーズに適応 

●公募回制で、省力化指数などに関する詳細な事業実施計画を作成。３カ月程度の審
査を経て、交付決定 

●大幅賃上げ特例（補助上限額アップ）、最低賃金引き上げ特例（補助率 2/3 にアッ
プ） 

 

事業内容に合わせて多様な設備やシステムが導入できる「一般型」新設 

中小企業省力化投資補助金＜一般型＞ 

 詳しくは…中小企業庁「中小省力化投資補助金」 

 補助率・補助上限額  
従業員数 5人以下 6～20人 21～50人 51～100人 101人以上 

補
助
率 

中小企業 

※1 

補助金額が1,500万円まで：1/2(2/3) 

1,500万円を超える部分：1/3 

小規模企業者・ 

小規模事業者、 

再生事業者 

※2 

補助金額が1,500万円まで：2/3 

1,500万円を超える部分：1/3 

 

補助上限額 750万円 1,500万円 3,000万円 5,000万円 8,000万円 

大幅な賃上げを 

行う場合 
1,000万円 2,000万円 4,000万円 6,500万円 1億円 

※1：大幅な賃上げを行う場合、（）内の値に補助上限額を引き上げ 

※2：再生事業者については基本要件未達の場合の返還要件が免除 

 対象経費 

●機械装置・システム構築費（必須）、技術導入費、 専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用費、外
注費、知的財産権等関連経費 

 基本要件 

（１）労働生産性の年平均成長率+4.0%以上増加 
（２）1人あたり給与支給総額の年平均成長率が事業実施都道府県における最低賃金の直近5年間の年平均

成長率以上、または給与支給総額の年平均成長率+2.0%以上増加 
（３）事業所内最低賃金が事業実施都道府県における最低賃金+30円以上の水準 
（４）次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を公表など（従業員21名以上の場合のみ） 
※最低賃金引上げ特例適用事業者の場合、 基本要件は(1)、(2)、(4)のみ 
（返還要件） 
基本要件（２）が未達の場合、未達成率に応じて補助金を返還。 
ただし、付加価値額が増加しておらず、かつ企業全体として事業計画期間の過半数が営業利益赤字の場合
などや、天災など事業者の責めに帰さない理由がある場合は返還免除。 
基本要件（３）が未達の場合、「補助金額／計画年数」で補助金を返還。 
ただし、付加価値額が増加しておらず、かつ企業全体として当該事業年度の営業利益赤字の場合などや天
災など事業者の責めに負わない理由がある場合は返還免除。 
 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
https://shoryokuka.smrj.go.jp/


 

＜この助成金で期待すること＞ 
●空き店舗などの遊休ストックを活かして開業を支援するとともに、地域
コミュニティを支え、商店街の活性化に意欲的かつ戦略的に取り組む人
材の確保 

●自身の店舗が地域コミュニティの「核」となり、多店舗の会員同士での
協働・連携を通し、地域住民・利用者の目線に立った多様なニーズに応
える商店街として、持続・発展につながる活動 

※ご注意：補助金・助成金を受けるためには審査が必要です。要件に合致していたとしても、事業計画の内容によっては不採
択になる場合もあります。また、事業の着手は採択・交付決定の後に行わなければならないなど制約があります。 
 

ペンデル税理士法人 TEL：03-5990-5910 FAX：03-5990-5909 WEB: https://www.pendel.jp/ 

〒160-0023 東京都新宿区西新宿6-6-2 新宿国際ビルディング5F 
我々は中小企業の経営上の課題に対し専門性の高い支援を行える国から認定された「経営革新等支援機関」です 

 詳しくは…東京都中小企業振興公社「都内商店街での開業助成金」 
 
 

 

経費区分 

事業所整備費 

店舗賃借料 店舗新装・

改装工事費 

設備・ 

備品購入費 

宣伝・広告費 

（上限150万円） 

助成率 3／4以内 3／4以内 

助成上限額 400万円 

1年目：180万円（15万円／月） 

2年目：144万円（12万円／月） 

3年目：120万円（10万円／月） 

 

東京都 都内商店街での開業助成金 

補助率・補助上限額 
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●対象者が幅広く、申請区分も 3つのメニューから選択可能なため、より選択肢が多い 
●年齢・性別に制限なし 
●創業予定者・個人事業主・法人も可 
●申請者が店舗の事業に専ら従事できること。法人の場合は事業担当者が店舗の事業に専ら従事でき
ること 

 

経費区分 

事業所整備費 

店舗賃借料 店舗新装・

改装工事費 

設備・ 

備品購入費 

宣伝・広告費 

（上限150万円） 

助成率 2／3以内 2／3以内 

助成上限額 250万円 

1年目：180万円（15万円／月） 

2年目：144万円（12万円／月） 

3年目：120万円（10万円／月） 

 

 

 

商店街起業・承継支援事業 

補助率・補助上限額 

●対象者や申請区分が限定的であり、より商店街の活性化に寄与する役割や期待値が高い 
●女性…年齢制限なし 男性…年度末時点で 39歳以下 
●創業予定者 or個人事業主 
●申請者が店舗の事業に専ら従事できること  
●申請時点で都内に限らず実店舗を持っていないこと 

都内商店街で新たに店舗を開業しようとする方を支援し、商店街の活性化を図る 

若手・女性リーダー応援プログラム助成事業 

-Point- 

第2回締切：7/14（月） 

※2025/11/1以降開業 

第3回締切：10/9（木） 

※2026/2/1以降開業 

https://www.pendel.jp/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html
https://wakajo-shotengai.com/

